
 

 

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記 

 
１． 会計基準 
 

「公益法人会計基準」（平成 20 年４月 11 日 平成 21 年 10 月 16 日改正 内閣府公益認定等委員会）

を採用している。 
 
２． 重要な会計方針 

 

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法 

 

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）によっている。 

 

 

（２） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 

貯蔵品 取得価額により算出している。但し、時価が取得価額より下落した場合には、時価を

もって貸借対照表価額とする。 
 

（３） 固定資産の減価償却の方法 

 

無形固定資産 定額法によっている。 

 

（４） 引当金の計上基準 

 

貸倒引当金   一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

いる。 

 

賞与引当金 職員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当期に帰

属する負担額を計上している。 

 

退職給付引当金 職員の退職給付に備えるため、当期末の退職給付債務の見込額に基

づき計上している。 

 

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当期末要支給

額を計上している。 

 

（５） リース取引の処理方法 

ファイナンス・リース取引の会計処理 

 

リース会計基準適用初年度開始前のファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。 

 

（６） 消費税等の会計処理 

 

消費税等の会計処理は税込方式によっている。 



 

 

３． 特定資産の増減額及びその残高 

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

 

資金管理料金特別会計 （単位：円）

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産
退職給付引当資産 16,221,786 7,126,815 735,400 22,613,201

小　　　計 16,221,786 7,126,815 735,400 22,613,201
合　　　計 16,221,786 7,126,815 735,400 22,613,201

再資源化預託金等特別会計 （単位：円）

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産
再資源化預託金等特定資産 813,227,286,781 66,847,160,560 47,828,650,000 832,245,797,341

小　　　計 813,227,286,781 66,847,160,560 47,828,650,000 832,245,797,341
合　　　計 813,227,286,781 66,847,160,560 47,828,650,000 832,245,797,341

承認・認可済特定再資源化預託金等特別会計 （単位：円）

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産
承認・認可済特定再資源化
預託金等特定資産 -                     263,803,946 263,803,946 -                     

小　　　計 -                     263,803,946 263,803,946 -                     
合　　　計 -                     263,803,946 263,803,946 -                     

 
４． 特定資産の財源等の内訳 

特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

 

資金管理料金特別会計 （単位：円）

特定資産
退職給付引当資産 22,613,201 (-) (-) (22,613,201)

小　　　計 22,613,201 (-) (-) (22,613,201)
合　　　計 22,613,201 (-) (-) (22,613,201)

再資源化預託金等特別会計 （単位：円）

特定資産
再資源化預託金等特定資産 832,245,797,341 (-) (-) (832,245,797,341)

小　　　計 832,245,797,341 (-) (-) (832,245,797,341)
合　　　計 832,245,797,341 (-) (-) (832,245,797,341)

承認・認可済特定再資源化預託金等特別会計 （単位：円）

特定資産
承認・認可済特定再資源化
預託金等特定資産 -                     (-) (-) (-)

小　　　計 -                     (-) (-) (-)
合　　　計 -                     (-) (-) (-)

科　　目 当期末残高

科　　目 当期末残高

（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

科　　目 当期末残高

（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

 

 



 

５． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。 

再資源化預託金等特別会計（再資源化預託金等特定資産） （単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時     価 評価損益
国債
　利付国庫債券（10年）第284回 22,563,376,497 23,961,630,000 1,398,253,503
　利付国庫債券（10年）第310回 19,642,892,756 19,313,976,000 △ 328,916,756
　利付国庫債券（10年）第299回 19,606,735,918 20,053,303,200 446,567,282
　その他の国債(63銘柄) 559,015,496,749 575,681,658,200 16,666,161,451

小     計 (66銘柄） 620,828,501,920 639,010,567,400 18,182,065,480
地方債
　福岡県平成22年第1回 1,510,075,228 1,495,200,000 △ 14,875,228
　栃木県平成22年第1回 1,399,191,365 1,363,600,000 △ 35,591,365
　その他の地方債(166銘柄） 46,622,664,571 47,979,143,759 1,356,479,188

小     計 (168銘柄) 49,531,931,164 50,837,943,759 1,306,012,595
政府保証債
　地方公共団体金融機構債券第11回 1,881,289,643 1,895,056,300 13,766,657
　日本高速保有・債務返済債券第27回 1,596,890,102 1,649,975,000 53,084,898
　その他の政府保証債(138銘柄） 61,411,343,454 63,359,931,500 1,948,588,046

小     計 (140銘柄) 64,889,523,199 66,904,962,800 2,015,439,601
その他の有価証券(214銘柄） 86,340,522,940 88,845,917,000 2,505,394,060

合     計 (588銘柄) 821,590,479,223 845,599,390,959 24,008,911,736

 

 

との差額

あり、満期時に債券額面による償還を受ける場合に見込まれる損益を示すものではない。 

． リース取引関係 

（１） フ

いては、通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおり

である。 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び当期末残高相当額 

 

 

（注）当財団にて購入・運用している国債等の債券は、満期時に債券額面による償還を受けることを予

定していることから、満期保有目的の債券としての会計処理である償却原価法（定額法）により評価し

ている。上記表に記載した「評価損益」は、期末時点の償却原価法にもとづく帳簿価額と時価

で

 

６

 

ァイナンス・リース取引関係 

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成 20 年 3 月 31 日以前のリース

取引につ

 

（単位：円）

什器備品 ソフトウエア 合　　計
取得価額相当額 3,954,392 1,236,931 5,191,323
減価償却累計額相当額 3,954,392 1,236,931 5,191,323

-                     -                     -                     期末残高相当額当



 

 

② 未経過リース料当期末残高相当額 

 

 

 

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっている。 

（２） リース取引関係 

未経過リース料 

． 退職給付関係    

１） 採用している退職給付制度の概要 

 

確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。 

（２） 退職給付債務及びその内訳 

（３） 退職給付費用に関する事項 

４） 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 

退職一時金制度に基づく当期末自己都合要支給額を退職給付債務としている。 

（単位：円）

１年以内 １年超 合　　計

-                       -                       -                       未経過リース料期末残高相当額

 

 

③ 当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

（単位：円）

支払リース料 1,026,900
減価償却費相当額 607,454
支払利息相当額 71,892

 

④ 減価償却費相当額の算定方法は、定額法によっている。 

得価額相

 

⑤ 利息相当額の算定方法は、リース料総額と取

 

オペレーティング・

（単位：円）

１年以内 １年超 合　　計

-                       -                       -                       未経過リース料

 

７

 

（

 

（単位：円）

①退職給付債務 △ 14,010,270
②退職給付引当金 △ 14,010,270

 

（単位：円）

①勤務費用 4,099,170
②退職給付費用 4,099,170

 

（



 

 

 

８． 特定再資源化預託金等の額 

 

固定負債の勘定科目である再資源化等預託金、情報管理預託金及び未払再資源化預託金等利息の

残高に含まれる特定再資源化預託金等の額は、次のとおりである。 

（単位：円）

再資源化等預託金 780,456,512,173 7,092,626,440
情報管理預託金 14,138,915,730 33,011,380
未払再資源化預託金等利息 42,884,747,928 339,196,533

固定負債合計 837,480,175,831 7,464,834,353

科　　目 当期末残高
うち特定再資源化

預託金等の額

 

 


